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①長期水需要予測に基づく事業規模の確定
・給水能力１日９８９，９００ を１日７５８，２００ とする。

②安全安定給水の確保及び効率的な施設形態の構築
・長沢浄水場に浄水機能を集約します。
（平成２４年度に潮見台浄水場、平成２８年度に生田浄水場を廃止）
・緊急時のバックアップ、自然流下割合等を考慮して効率的な施設形態
　を構築

③再構築に伴う施設整備
・事業規模のダウンサイジングにより効率的な施設更新を行うとともに、
　災害に強い水道システムを構築

④経営の効率化・職員定数の見直し
・給水能力の見直しに伴う組織機構の再編、下水道事業との組織統合を
　踏まえた管理部門の見直し、技能部門の委託化の推進などによる効率
　的な組織機構への再編
・組織機構及び執行体制の見直しによる職員定数の削減

　　　　＜再構築によるダウンサイジングのイメージ＞

    １　中長期展望の概要 　　２　再構築計画の概要

　中長期展望では、平成１８年度から概ね１０年程度（中期：平成２３年度から平成２５年度）
を計画期間として、主に次の取組を推進します。

　再構築計画では、平成１８年度から平成２８年度
（中期：平成２３年度から平成２５年度）を計画期
間として、主に次の取組を推進します。

４　川崎市水道事業の中長期展望及び再構築計画について

　「水道事業の中長期展望」は、中長期的な構想に基づき、限られた財源を有効に活用し、効率的な事業執行を確保するために策定したものです。また、中長期展望で示された主要な課題を解決するた
め、実施計画として策定した「水道事業の再構築計画」は、給水能力の見直しを主軸とし、施設形態のあり方や執行体制の再編を行うなど事業の効率性を高めることにより、健全な財政基盤の確立を目指
すものです。

適正な使用者負担
の確保

基本理念と施策推進サイクル

お客さまとの対
話を大切にした
飲み水づくり

お客さまに事業を理解
していただくために

必要な情報の共有

お客さまとの
対話の充実

《基本理念》

安
全
性
の
向
上

安
定
給
水
の
確
保
と

安定給水の確保

震災時の
飲み水の確保と
危機管理の強化

飲み水の
レベルアップ

環
境
へ
の
貢
献

環境施策の推進

環境負荷の低減

経
営
基
盤
の
確
立

お客さまとの
コミュニケー
ションの充実

経営の効率化

財政の健全化

世
界
へ
の
展
開

国際展開への
取組

お客さまの声
施策の充実

サービスの提供お客さま＜市民＞

サービスの受益者・負担者

お客さまの声

水
 
道
 
料
 
金

《施策体系》

（目標）　　（方向性）

【安定給水の確保と安全性の向上】
　安定した給水体制を維持していくため、将来の水需要を踏まえた事業
規模の適正化を前提として、施設の改良・更新を計画的に実施します。
また、老朽送配水管や老朽給水管の更新、広域連携、基幹施設の耐震
化、危機管理体制の充実、水質管理・監視体制の充実等の施策を実施し
ます。

【環境への貢献】
　自然流下を活用した取水・送水・配水、省エネルギー、資源循環、廃
棄物の削減、新エネルギーの利用など環境負荷の低減に取り組み、環境
保全施策を進めます。

【経営基盤の確立】
　お客さまとのコミュニケーションの充実、経営の効率化、財政の健全
化を柱として、お客さまとの対話の充実、お客さまの声の活用、人材育
成、工事コストの削減、資産の有効活用などの経営基盤を強固にするた
めの施策を進めます。

【世界への展開】
　世界の水問題解決に貢献するため、専門家派遣・研修員受入等の国際
貢献を行うとともに、ビジネスとして成立することを視点とした新たな
国際展開に取り組みます。

施　策　の　概　要

平成23年度以前 平成28年度以降
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①将来の契約水量に見合った給水能力の確保
・給水能力１日560,000 を１日520,000 とする。

②再構築に伴う施設整備
・適正規模の給水能力に見合う施設への再構築による効率的な
　施設更新
・個々の施設の耐震化と水道システム全体で緊急時対応できる
　施設整備
・受電の２系統化による取水、導水及び送水機能の安定性の向
　上
・生田浄水場における水道事業の浄水機能廃止に伴い、工業用
　水道独自の効率的な施設形態を確保
・使用者の需要変動に対応するための水量調整機能をもつ配水
　施設の整備

③組織機構・職員定数の見直し
・下水道事業との組織統合を踏まえた管理部門の見直し、技能
　部門の委託化の推進などによる効率的な組織機構への再編
・組織機構及び執行体制の見直しによる職員定数の削減

    １　中長期展望の概要 　　２　再構築計画の概要

　中長期展望では、平成１８年度から概ね１０年程度（中期：平成２３年度から平成２５年度）
を計画期間として、主に次の取組を推進します。

　再構築計画では、平成１８年度から平成２８年度
（中期：平成２３年度から平成２５年度）を計画期
間として、主に次の取組を推進します。

５　川崎市工業用水道事業の中長期展望及び再構築計画について

　「工業用水道事業の中長期展望」は、中長期的な構想に基づき、限られた財源を有効に活用し、効率的な事業執行を確保するために策定したものです。また、中長期展望で示された主要な課題を解
決するため、実施計画として策定した「工業用水道事業の再構築計画」は、給水能力の見直しを主軸とし、施設形態のあり方や執行体制の再編を行うなど事業の効率性を高めることにより、健全な
財政基盤の確立を目指すものです。

【安定給水の確保】
　安定した給水体制を維持していくため、施設の改良・更新を計画
的に実施します。また、取水・導水施設、浄水・送配水施設の整
備、施設の耐震化等の施策を実施するとともに、危機管理体制を強
化します。

【環境への貢献】
　自然流下を活用した取水・送水・配水、省エネルギー、資源循
環、廃棄物の削減、新エネルギーの利用など環境負荷の低減に取り
組み、環境保全施策を進めます。

【経営基盤の確立】
　使用者ニーズの把握、経営の効率化、財政の健全化を柱として、
情報共有の徹底、お客さまとの対話の充実、人材育成、工事コスト
の削減、資産の有効活用などの経営基盤を強固にするための施策を
進めます。

【世界への展開】
　世界の水問題解決に貢献するため、専門家派遣・研修員受入等の
国際貢献を行うとともに、ビジネスとして成立することを視点とし
た新たな国際展開に取り組みます。

適正な使用者負担
の確保

基本理念と施策推進サイクル

工業の健全な

発達に寄与す

るサービスの

提供

お客さまに事業を理解
していただくために

必要な情報の共有

お客さまとの
コミュニケーション

の充実

《基本理念》 《施策体系》

（目標）　　（方向性）

安
定
給
水
の
確
保

施設の維持管理

施設の耐震化と
危機管理の強化

環
境
へ
の
貢
献

環境施策の推進

環境負荷の低減

経
営
基
盤
の
確
立

使用者ニーズの
把握

経営の効率化

財政の健全化

世
界
へ
の
展
開

国際展開への
取組

お客さまの声
施策の充実

サービスの提供お客さま＜使用者＞お客さまの声

水
 
道
 
料
 
金

サービスの受益者・負担者

施　策　の　概　要
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基本理念 目標 方向性 【平成２３～２５年度】での主な施策

浄水場の再構築・配水池の整備

　・長沢浄水場の第１期工事

　・生田配水池更新

老朽送配水管の更新

　・老朽配水管88.0Kmを更新（残延長178.0Km）

　・老朽送水管4.2Kmを更生（残延長0.4Km）

老朽給水管（鉛製給水管を含む）の更新

　・老朽給水管16,100件を更新（残26,500件）

　　（※３ヵ年での自然減を3,000件と予測）

基幹施設の耐震化

　・配水池等の耐震化

　・水管橋更新、送水ポンプ室耐震化など

管路の耐震化

応急給水体制の整備

自家発電設備の整備

基本理念 目標 方向性 【平成２３～２５年度】での主な施策

取水・導水施設の整備

　・稲田取水所設備更新など

浄水・送配水施設の整備

　・生田浄水場設備更新

　・生田浄水場管理棟更新

　・平間配水所更新（設計）など

施設の耐震化

　・沈でん池、着水井耐震補強工事など

自家発電設備の整備

　・稲田取水所(H25・H26)
自家発電設備整備完了(H27)

稲田取水所施設整備完了(H26)

再構築施設整備完了（H28）
生田浄水場施設整備完了(H24)
平間配水所更新完了（H27）

お
客
さ
ま
と
の
対
話
を
大
切
に
し
た
飲
み
水
づ
く
り

　・百合丘ポンプ所、細山送水ポンプ所、黒川配水池、細山
配水塔

与
す
る
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

工
業
の
健
全
な
発
達
に
寄

　・重要な拠点への管路58路線を耐震化（全市立中学校51
校、医療機関等77施設、合計128拠点）

　・応急給水拠点15箇所を整備（全138箇所（半径750m/
箇所）、災害対策用貯水槽31基含む）

安
定
給
水
の
確
保

 

強
化

 

機
管
理
の

 

震
化
と
危

 

施
設
の
耐

◆水 　　　道 　　　事　　　　業

備　　考

再構築施設整備完了(H28)
浄水施設完了(H27)
浄水施設耐震化率
（H22：0% ⇒ H27：100%）

老朽配水管更新完了(H30)

安
定
給
水
の
確
保

安
定
給
水
の
確
保
と
安
全
性
の
向
上 応急給水拠点整備完了(H25)

◆工 業　用　水　道　事　業

重要な拠点への耐震管路整備完了(H25)
管路耐震化率
( H22：18.5% ⇒ H30：30.6%）

備　　考

 
　

維
持
管
理

 
　

施
設
の

自家発電設備整備完了(H25)

 

　

危
機
管
理
の
強
化

 

　

震
災
時
の
飲
み
水
の
確
保
と

老朽給水管更新完了(H30)
（鉛製給水管についてはH28更新完了）

配水池等の耐震化率
( H22：1.5% ⇒ H30：96.1% ）

0

5

10

15

20

25

30

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

年度

耐
震

化
さ

れ
る

浄
水

施
設

能
力

（
万

m
3
/
日

）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

耐
震

化
率

（
%
）

耐震化される施設能力

耐震化率

再構築計画の完了で
浄水場の耐震化率

100%を達成

長沢１期工事完成で
浄水場の耐震化率

41.2%を達成
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配水池等の
耐震化率

96.1%を達成
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鷺沼配水池の

耐震化を前倒し
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管路更新サイクル（計画）

老朽管残延長
ゼロを実現

更新サイクル
99年⇒60年

管路更新率 

1.67

管路更新率 

1.58 

管路更新率 
1.40 

管路更新率 
1.45 

東日本大震災を踏まえ追加した取組

■自家発電設備の整備箇所を１１施設に拡大(6施設 ⇒ 11施設)(H24～27)
■配水池等の耐震化率目標を引き上げ(61.7% ⇒ 96.1%)(H24～30)
■太陽光発電設備の導入規模を拡大(長沢浄水場)(H24～26)

H27年度に再構築計画で浄水施設の耐震化率
０％→100％を達成

H30年度に配水池等の耐震化率
1.5％→96.1％を達成

H30年度に老朽管残延長ゼロを達成
管路更新サイクル60年を確立

　６　水道事業及び工業用水道事業の施設整備の進捗状況
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７ 川崎市下水道事業中期経営計画（平成 23～25 年度）の概要 

「川崎市下水道事業中期経営計画」は、長期的かつ安定的な下水道サービスを提供していくため、平成２３年度からの３年間の下水道事業経営の方向性を示すものとして策定したも

のです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計画期間の事業概要】 【経営の健全化に向けた取組】 

【基本方針 １】 下水道施設・機能の維持向上を図る 

 

・長期的かつ安定的な下水道サービスを提供するために、下水道施設の適切かつ効果的 

な維持管理と更新を行います。 

・優先順位や重点化をより考慮した建設投資を実施し、都市基盤施設としての機能の維 

持向上を図ります。 

【基本方針 ２】 経営の健全化に向けた取組を推進する 

 

・「雨水公費・汚水私費」の原則に基づき、現行の使用料体系を維持しながら、公営企業

として経営の自立に向けた様々な経営効率化を進めます。 

・水道事業等との統合によるメリットを踏まえ、業務の効率化、利用者へのサービスの 

向上を図ります。 

【計画期間の経営目標】            平成 22 年度      平成 25 年度 

・一般会計負担金・補助金           143 億円  ⇒    136 億円 

・企業債未償還残高             3,998 億円  ⇒   3,785 億円 

安全・安心に暮らせる
まちづくり

快適で暮らしやすい
地域環境の創造

持続可能な下水道に
向けた取組の推進

管きょの耐震化、ポンプ場・水処理センターの耐震化工事
マンホールトイレシステムの設置地震対策

浸水対策

高度処理

合流改善

普及促進

地震対策

地球温暖化
対策

浸水地区の雨水整備

入江崎水処理センター西系再構築事業
第２期工事（２／２系列）ほか着手など

大師河原貯留管の整備

汚水管の整備の推進

管きょの再整備、ポンプ場・水処理センターの設備更新など

温室効果ガスの排出量の多い機器の更新など

建設・管理コストの縮減

下水道施設の維持管理、業務執行体制の見直し等

建設コストの縮減、水洗化率の向上等

資源の有効利用、下水道施設の有効活用等

経
営
の
健
全
化
に
向
け
た
取
組

一般会計との経費負担区分の明確化、実質的赤字額の解消等

人材育成への取組、広報に関する取組、国際展開への取組

経営の効率化
に向けた取組

事業運営の効率化

資源・施設の有効利用
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◆下 水 道 事 業 
 
 

８ 下水道事業の施設整備の進捗状況 

東日本大震災を踏まえた取組 

■ 観音川下水幹線の耐震化 

■ 渡田ポンプ場の自家発電機設備更新 

■ 入江崎水処理センター主ポンプ設備更新 

■ 各水処理センター・ポンプ場の機械・電気設備の耐震化 

■ 再生可能エネルギー等の活用の検討（停電時における機能確保） 

■ 業務継続計画（BCP）の検証・津波対策の検討 

   

内面被覆による管きょの補強 

耐震化率　【管きょ】

25.5 25.9 26.4 26.7
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H22 H２３ H２４ H２５
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（％）

耐震化率　【処理場・ポンプ場】

11.6

22.8 23.7
25.9
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年度
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雨水整備率

55.4 55.7 55.9 56.3
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高度処理率

19.6
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34.5
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H22 H２３ H２４ H２５ ・・・・ ・・・・ H２９

年度

（％）

入江崎西系再
構築1/2完了

入江崎西系再
構築2/2完了

合流改善率

57.1 57.1 57.1 57.1

67.1
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60

70

H22 H２３ H２４ H２５ ・・・・ ・・・・ H２９

年度

（％）

大師河原貯留
管完成

【平成２３～２５年度】での主な取組内容

入江崎・加瀬・等々力水処理センターの耐震化の推進

観音川・六郷・加瀬ポンプ場ほかの耐震化の推進

幹線管きょ等の耐震化の推進

マンホールトイレシステムの設置の推進

登戸・宿河原・宮崎・丸子地区ほかの浸水対策の推進

幹枝線整備（浸水・未整備地区）の推進

入江崎水処理センター西系再構築事業の推進

入江崎水処理センター東系施設高度処理化の推進

等々力水処理センター高度処理化の推進

合流改善 大師河原貯留管整備の推進

普及促進 汚水管整備の推進

水処理センター・ポンプ場・管きょの長寿命化計画策定・推進

渡田ポンプ場雨水施設再構築事業の推進

処理場・ポンプ場の設備更新

管きょ再整備の推進

入江崎総合スラッジセンターの高温焼却化の推進

設備機器の省エネ化の推進

事業項目

持続可能な下水道に向
けた取組の推進

再整備・再構築

地球温暖化対策

安全・安心に暮らせるま
ちづくり

地震対策

浸水対策

快適で暮らしやすい地域
環境の創造

高度処理
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９ 水源水量・給水能力・処理能力・業務状況等  

（平成 24年 4月 1日現在） 

（１）水道事業 

○水源水量・給水能力                  （単位  ／日） 

水系別 浄水場別 水源水量 給水能力 

相模川表流水 長沢浄水場 422,000 217,000

地下水 生田浄水場 100,000 93,000

酒匂川表流水 495,200

相模川表流水 

企業団 

西長沢浄水場 10,400
505,600

計 1,027,600 815,600

 
 
○業務状況 

区       分 平成２０年度（決算） 平成２１年度（決算） 平成２２年度（決算）

総人口（人） 1,399,401 1,414,150 1,426,943
現在給水人口（人） 1,399,312 1,414,060 1,426,879
普及率（％） 99.99 99.99 99.99
給水栓数（栓） 671,641 678,436 686,675
配水量（ ／年） 175,710,600 174,396,300 188,481,100
有収水量（ ／年） 153,076,720 152,195,911 169,055,881
１日給水能力（ ） 989,900 989,900 989,900
１日平均配水量（ ） 481,399 477,798 516,387
施設利用率（％） 48.6 48.3 52.2
有収率（％） 87.1 87.3 89.7
配水管延長（m） 2,368,219 2,378,180 2,383,420
職員数（人） 710 679 666
水道料金収入（千円）※税抜額 23,432,047 22,962,650 25,446,954
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（２）工業用水道事業 

○水源水量・給水能力                  （単位  ／日） 

水系別 浄水場別 水源水量 給水能力 

相模川表流水 長沢浄水場 241,000 235,000

多摩川表流水 200,000 195,000

地下水 
生田浄水場 

50,000 50,000

水道事業からの受水 40,000 40,000

計 531,000 520,000

 
 
○業務状況 

区       分 平成２０年度（決算） 平成２１年度（決算） 平成２２年度（決算）

給水会社（社） 57 57 59
工場数（工場） 79 80 82
契約水量（ ／年） 192.,600,030 189,312,980 188,923,870
配水量（ ／年） 145,283,300 143,831,700 146,205,300
使用水量（ ／年） 145,083,060 142,877,370 145,267,292
１日給水能力（ ） 560,000 560,000 520,000
１日平均配水量（ ） 398,036 394,059 400,562
施設利用率（％）  71.1 70.4 77.0
有効水量率（％） 99.9 99.3 99.4
配水管延長（m） 45,496 45,717 46,359
職員数（人） 106 101 99
工業用水道料金収入（千円）※税抜額 7,917,907 7,736,753 6,921,326
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（３）下水道事業 

○処理能力等 
〈水処理施設〉 

処理区 計画面積
（ha） 

計画人口 
（人） 排除方式 計画処理能力

（ ／日）  ポンプ場数

入江崎 2,007 322,700 合流式 318,600 9 

加 瀬 1,871 318,900 合流式 
(一部分流式) 168,900 7 

等々力 5,490 681,500 分流式 313,900 2 

麻 生 1,920 143,200 分流式 62,800 1 

計 11,288 1,466,300  864,200 19 

 
〈汚泥集約処理施設〉 

名称 入江崎総合スラッジセンター 計画処理能力 120 
ｔ・DS／日 

                      ※DS は乾燥固形物量 
 

○ 業務状況 

区       分 平成２０年度（決算） 平成２１年度（決算） 平成２２年度（決算）

処理人口（人） 1,389,459 1,404,368 1,417,133
人口普及率（％） 99.3 99.3 99.3
処理面積（ha） 10,621 10,658 10,663
水洗化対象件数（件） 642,707 651,616 659,941
水洗化件数（件） 635,315 644,483 653,466
水洗化率（％） 98.8 98.9 99.0
処理水量（ ） 214,248,961 206,668,598 206,489,068
１日平均処理水量（ ） 586,983 566,215 565,724
処理能力（ ／日） 970,500 970,500 970,500
有収水量（ ） 147,081,907 146,399,888 148,901,838
管きょ布設延長（m） 3,001,209 3,018,027 3,034,960
職員数（人） 415 416 423
下水道使用料収入（千円）※税抜額 23,106,474 22,554,413 22,987,932
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１０　財政状況

（１）水道事業会計　財政状況（税込）

963 85 296

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 8,491 △ 9,562 △ 12,340

補 て ん 財 源 ( Ｃ ）

当年度資金過△不足額 (A）+(B）+(C）

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

資 本 的
収 支

収 益 的 支 出

収 支 差 引 （ Ａ ）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

当 期 純 利 益

△ 885 △ 2,362 △ 5,139

14,128 11,766 6,627

6,326 6,661 6,347

2,942 3,175 3,189

11,433 12,737 15,529

31,374 31,992 32,462

1,280 539 854

（単位　百万円）

32,654 32,531 33,316収 益 的 収 入
収 益 的
収 支

平 成 24 年 度 （ 予 算 ）平 成 23 年 度 （ 決 算 見 込 ）平 成 22 年 度 （ 決 算 ）

●収益的収支

水道料金 26,157 水道料金 26,544水道料金 26,718

水道利用加入金 1,579水道利用加入金 1,593水道利用加入金 1,473

その他 5,193その他 4,781その他 4,463

給与費 5,545給与費 5,691 給与費 5,417

受水費 8,842受水費 8,944 受水費 9,516

減価償却費等 6,347減価償却費等 6,686減価償却費等 6,340

支払利息等 1,320 支払利息等 1,343支払利息等 1,445

その他 9,839その他 9,599
その他 8,954

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（単位　百万円）

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

●資本的収支

企業債 2,570

企業債企業債企業債企業債企業債

企業債 2,399 企業債 2,529

負担金ほか負担金ほか負担金ほか負担金ほか負担金ほか

負担金ほか 646 負担金ほか 619負担金ほか 543   

建設改良費 9,998

建設改良費 7,353

建設改良費建設改良費建設改良費建設改良費建設改良費

建設改良費 12,588

元金償還元金償還元金償還元金償還元金償還

元金償還 4,036

元金償還 2,698

元金償還 2,880その他 41

その他 61

その他その他その他その他

その他 44

その他

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

（単位　百万円）

●財政収支見通し

△ 885
△ 2,362

△ 5,139

14,128
11,766

6,627

85963 296

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000
当年度資金過△不足額

累積資金過△不足額

当年度純利益

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

（単位　百万円）
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（２）工業用水道事業会計　財政状況（税込）

（単位　百万円）

平 成 22 年 度 （ 決 算 ） 平 成 23 年 度 （ 決 算 見 込 ） 平 成 24 年 度 （ 予 算 ）

978 634

7,528

収 益 的 支 出 6,490 6,859 7,126

収 益 的 収 入 7,468 7,493

資 本 的 収 入 1,140 681

402

当 期 純 利 益 901 572 297

収 益 的
収 支

収 支 差 引 （ Ａ ）

資 本 的 支 出 2,315 2,007 2,951

△ 1,584

補 て ん 財 源 ( Ｃ ） 1,054 1,120 1,120

資 本 的
収 支

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 1,175 △ 1,326

1,367

当年度資金過△不足額 (A）+(B）+(C） 857 428 △ 62

累 積 資 金 過 △ 不 足 額 6,421 6,849 6,787

●収益的収支

水道料金 7,266水道料金 7,311水道料金 7,268

その他 200 その他 182 その他 262

給与費 940 給与費 888 給与費 926

負担金 604 負担金 607 負担金 598

受水費 2,844受水費 2,830
受水費 2,836

減価償却費等 1,055
減価償却費等 1,120 減価償却費等 1,120

支払利息等 222支払利息等 224
支払利息等 221

その他 837
その他 1,178 その他 1,425

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
（単位　百万円）

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

●資本的収支

企業債 555 企業債 1,161企業債 948

企業債企業債企業債企業債企業債

補助金ほか 206

補助金ほか 126

補助金ほか 192

補助金ほか補助金ほか補助金ほか補助金ほか補助金ほか

 
 

建設改良費 2,284

建設改良費 1,373建設改良費 1,651

建設改良費建設改良費建設改良費建設改良費建設改良費

元金償還 629
元金償還 664

元金償還 662

元金償還元金償還元金償還元金償還元金償還

その他 0

その他 5

その他 5

その他その他その他その他その他

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

（単位　百万円）

●財政収支見通し

6,421 6,7876,849

△ 62857 428

572901
297

△ 1,000
0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

累積資金過△不足額

当年度資金過△不足額

当年度純利益

平成22年度（決算） 平成23年度（決算見込） 平成24年度（予算）

（単位　百万円）
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（３）下水道事業会計　財政状況（税込）

（単位　百万円）

38,493 37,750 38,203収 益 的 収 入
収 益 的
収 支

平 成 24 年 度 （ 予 算 ）平 成 23 年 度 （ 決 算 見 込 ）平 成 22 年 度 （ 決 算 ）

37,082 35,837 37,100

1,411 1,913 1,103

14,864 15,340 16,312

44,014 49,878 37,689

59,176 66,250 54,766

1,113 881 338

1,113 1,677 1,403

収 益 的 支 出

収 支 差 引 （ Ａ ）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

当 期 純 利 益

補 て ん 財 源 ( Ｃ ）

当年度資金過△不足額 (A）+(B）+(C）

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

資 本 的
収 支

796 881 338

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 15,162 △ 16,372 △ 17,077

●収益的収支

下水道使用料 23691
下水道使用料 23717

下水道使用料 24136

一般会計負担金・
補助金 14,046

一般会計負担金・
補助金 13,665

一般会計負担金・
補助金 13,129

その他 440その他 394その他 1228

維持管理費 6776維持管理費 6739 維持管理費 7844

給与費 3372給与費 3488
給与費 3371

減価償却費等
 15,700減価償却費等 15021減価償却費等 14820

支払利息等 10300
支払利息等 9746

支払利息等 11450

その他 439
その他 368その他 585
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●資本的収支

その他 4092

企業債 27722

企業債企業債企業債企業債企業債

企業債 35953 企業債 39112

一般会計出資金一般会計出資金一般会計出資金一般会計出資金一般会計出資金

一般会計出資金
3,403

一般会計出資金
3,350

一般会計出資金
 3,534

国庫補助金4,107
国庫補助金5,560

国庫補助金5,026

建設改良費13,735
建設改良費22,345 建設改良費

16,962

元金償還 33712元金償還 41589 元金償還 40054

その他1,591

その他1,803その他 3852

その他420

その他 3851

0
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●財政収支見通し

11131,113
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（単位　百万円）
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水道料金・下水道使用料等について 

 

 

水道料金（平成２２年４月１日適用） 

 

(１) 専用給水装置（１か月につき） 

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき） 

使用水量 

８立方メートル 

まで 

５３０円

 

 

 

 

 

8立方メートルを超え    10立方メートルまでの分     ９５円 

10立方メートルを超え    20立方メートルまでの分    １３９円 

20立方メートルを超え    25立方メートルまでの分    １８５円 

25立方メートルを超え    30立方メートルまでの分    １９４円 

30立方メートルを超え    50立方メートルまでの分    ２０９円 

50立方メートルを超え   100立方メートルまでの分    ２５３円 

100立方メートルを超え   200立方メートルまでの分    ２７８円 

200立方メートルを超え   500立方メートルまでの分    ３２９円 

500立方メートルを超え 1,000立方メートルまでの分    ３４３円 

1,000立方メートルを超える分               ３５７円 

ただし、公衆浴場の超過料金については、１立方メートルにつき４６円とする。 

共同住宅及びこれに類するもの（以下「共同住宅等」という。）で、メーターを共用するものの料金は、

使用者の申請により、当該共同住宅等の戸数に応じて算定することができる。 

 

(２) 前号の規定にかかわらず、本市工業用水道事業の水源として給水する場合の料金は、１立方メート

ルにつき１８５円とする。 

 

(３) 共用給水装置（１か月につき） 

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき） 

使用水量１戸５立方メートルまで ２６０円 ４６円

 

※ 平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの使用に係る料金は、上記により算出した額から

さらに５０円を差引いた額とする。 

※ 水道料金は、上記により算出した額に100分の105を乗じて得た額とする。 

 

 

 

水道利用加入金（昭和５６年９月１日適用） 

 

金         額 
メーターの口径 

新設工事 改造工事 

 13ミリメートルから 

 25ミリメートルまで 

 40ミリメートル 

 50ミリメートル 

 75ミリメートル 

100ミリメートル 

150ミリメートル 

150ミリメートルを 

超えるもの 

 150,000円 

 1,250,000円 

 1,950,000円 

 4,450,000円 

 7,950,000円 

 17,950,000円 

管理者が別に定める額 

改造後のメーター口径に応ずる中欄

に掲げる額と改造前のメーターの口

径に応ずる中欄に掲げる額との差額

とする。 
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○ 共同住宅等の給水装置の新設工事、改造工事及び増設工事（共同住宅等の戸数が増加したため必要と

なったものに限る。）の申込者から、当該共同住宅等の戸数（改造工事及び増設工事後戸数が増加する

場合は、増加する戸数）１戸につき150,000円を加入金として徴収する。 

○ 水道利用加入金は、工事申込者（個人）が、引き続き３年以上本市の区域内に住所を有し、自ら居住

する建築物に、メーター口径25ミリメートル以下の給水装置を設置するときは、徴収しない。 

○ 工業用水道事業の水源として給水する場合については、加入金を徴収しない。 

※ 水道利用加入金は、上記の表により算出した額に100分の105を乗じて得た額とする。 

 

 

 

工業用水道料金（平成２２年４月１日適用） 

 

基本料金 責任消費水量          １立方メートルにつき  ３４円４０銭 

使用料金 責任消費水量のうち使用した水量 １立方メートルにつき   ２円３０銭 

超過料金                 １立方メートルにつき  ６０円３０銭 

※ 工業用水道料金は、上記の表により算出した額に100分の105を乗じて得た額とする。 

 

 

 

下水道使用料（平成１６年４月１日適用） 

 

（１）一般汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量 

８立方メートル 

まで 

６６０円

 

 

 

 

 

8立方メートルを超え    10立方メートルまでの分     １０円 

10立方メートルを超え    20立方メートルまでの分    １２８円 

20立方メートルを超え    30立方メートルまでの分    １６４円 

30立方メートルを超え    50立方メートルまでの分    ２４２円 

50立方メートルを超え   100立方メートルまでの分    ３０３円 

100立方メートルを超え   200立方メートルまでの分    ３６４円 

200立方メートルを超え   600立方メートルまでの分    ３９３円 

600立方メートルを超え 2,000立方メートルまでの分    ４２２円 

2,000立方メートルを超え 5,000立方メートルまでの分    ４４６円 

5,000立方メートルを超える分               ４７５円 

※ 一般汚水とは、公衆浴場汚水、共用汚水以外の汚水である。 

 

（２） 公衆浴場汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量１０立方メートルまで １１０円 １１円

※ 公衆浴場汚水とは、公衆浴場の営業の用に供して生じた汚水である。 

 

（３） 共用汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量１戸５立方メートルまで ６０円 １２円

※ 共用汚水とは、水道の給水装置（蛇口）を共用して生じた汚水である。 

 

※ 下水道使用料は、上記の表により算出した額に100分の105を乗じて得た額とする。 
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